                                                                          　



検査申込書

	一般財団法人 日本品質保証機構 御中                       　　　　 申込日    年    月    日
           ふ  り  が  な
申込者：会    社    名  ：                                      
       住          所  ：〒    -                               

       役職及び責任者名：                                  印  

       担  当  部  署  ：                                  TEL:                　　　　
       役職及び担当者名：                                  FAX:                　　　　

裏面記載の事項を了承したうえ、下記のとおり検査を申し込みます。 E-mail:  　　　　　　　             　　　 　

	検査基準
	
	検査基準は裏面を参考にご記入下さい。

	受検事業所名
及び所在地
	〒　　　－　　　


	左記の事業所名、所在地が成績書に記載されます．

	担当部署
	
	TEL:

	
	
	FAX:

	役職及び担当者
	
	

	
	
	E-mail:

	検査希望日
	        年      月　　    日
	検査成績書発行希望部数
	正1部  　 副    部

	過去の受検実績
	□なし □あり（　　　　年　  月  　日）
	ISO/IEC 27001の登録番号
	

	コンピュータ室の　

総床面積
	　　　　　　　　　　　         　㎡
	コンピュータ室の数　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　室

	検   査   範   囲

詳細については、事前打合せが必要な場合があります。
	□　全ての項目       （情報システムを含む）
□　建物及び付帯設備　（情報システムを除く）

□　その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

*「建物及び付帯設備（情報システムを除く）」とは、コンピュータ室の室内に関して、情報システムの耐震固定、電力負荷、空調負荷などを検査の対象外とすることです。詳細についてはお問合せください。

	 通信欄
 *特別にご要望の事項が

ございましたらご記入く

ださい。
	


	受付責任者
	受付担当者

	
	

	料　　金
	検査料金
	円

	
	出張費
	円

	
	小　　計
	円

	
	消費税
	円

	
	交通費
	円

	
	合　　計
	円


検査をお申込みされるお客様へ

検査のお申込みに際し、次の内容についてご確認の上、ご了承いただければ申込書に必要事項を記載し、ご提出をお願い致します。

（お申込みについて）

１.①当機構は、お客様に申込書をご提出いただいた後、必要に応じて見積書を発行いたします。見積書に記載する料金等は、標準工程に基づくものであり、検査の進行状況によっては変更することがありますので予めご了承下さい。
②ご提出いただいた資料について返却をご希望される場合は予めお申し出下さい。
（お申込みの取消等）

2.　お客様において、以下の事項の一つにでも該当する場合、当機構の判断でお申込みを受け付けないこと、また一旦受け付けたお申込みを取り消すことがあります。なお、原則として、一旦受け付けたお申込みを取り消す場合、料金につきましてはそれまでの実費を請求させていただきます。
①お申込みが、当機構において対応することが技術的に困難なものであった場合。

②お申込みが、違法行為、公序良俗違反行為、反社会的な行為、その他当機構の業務遂行に支障を来す行為、またはその恐れのある組織・団体等からのお申込みに該当する場合。

③お客様において、資産、信用状態が悪化しまたはその恐れがある場合。

④当機構が必要と判断する検査実施場所に立ち入ることができない場合。又は、当機構が検査に必要とする書面等をお客様が開示できない場合。

⑤その他お申込みについて当機構が不適切と判断した場合。

（お申込み内容の変更）
3．申込書ご提出後、お客様においてその内容の変更を希望される場合は､その旨を文書にて当機構にご提出下さい。この場合、料金、日程等が変更となる場合があります。また、当機構が検査の目的を達成するために検査内容の変更、追加等を必要と判断した場合、料金、日程等について改めて協議させていただきます。

（お申込みの取り下げ）

4. お申込みを取り下げる場合は､その旨を文書にて当機構にご提出下さい。料金につきましては、それまでの実費を請求させていただきます。

（事業所等への立ち入り）

5. 現地検査を行う場合、当機構の職員が立ち入る可能性のある場所について、安全の確保及び立ち入り禁止場所の指示を行っていただきますようお願いいたします。なお、専ら当機構の職員の不注意による場合を除き、当機構の職員が何らかの危害・損害を受けた場合には、当機構はお客様に対してそれにより当機構が被った損害の賠償を求めることがあります。

（広告・宣伝活動）

6. 検査成績書の転載または一部分の複製を希望するときは、事前に当機構の承認を受けて下さい。なお、広告及び宣伝活動等において、検査成績書の範囲を逸脱するような表明（当機構が検査した対象範囲以外の事業所等が検査に合格していると誤解を招くような広告・宣伝等）を行うことはできません。

（免責事項）

7.　天災地変、その他不可抗力により、検査業務の履行、検査成績書の発行等ができなくなった場合、当機構はその責を負わないものとします。

（支払方法）

8. 当機構は、検査業務終了後、請求書を発行いたします。お客様は、請求書受領後、30日以内に現金または小切手を当機構窓口にてお支払いただくか、請求書に記載の指定銀行口座にお振込み下さい。
なお、銀行振込による手数料は、お客様のご負担となります。
（異議・苦情申し立て）

9. 検査結果に関する異議または検査業務に関する苦情は、文書により当機構にお申し出下さい。当機構において異議または苦情の内容を調査または審議し、当機構が必要であると判断した場合には、お客様に対し文書で回答させていただきます。

（不適合事項の判明）

10. 検査成績書発行後、検査の適用基準に関する不適合事項が判明した場合の事業所等の改修、改善、修理等の費用はお客様のご負担となります。

（機密保持）

11. 当機構は、検査業務を遂行する上で知り得たお客様の業務上の情報を、他に漏らさないことをお約束いたします。但し、法令または官公署からの命令・要請等があった場合には当機構の判断で第三者に開示することがございます。
（個人情報の取扱い）

12. お客様の個人情報は、試験･検査･審査等の業務に係るご連絡、調整ならびに当機構が実施しております他の業務のご案内、市場調査及び各種情報の提供に限り利用させていただきます。
（その他）

13. 上記に記載のない事項あるいは疑義が生じた事項については、お客様と当機構で協議の上、解決にあたるものとします。

上記記載内容又はその他の事項についてご不明な点がありましたら、下記事業所までお問い合わせ下さい。

問い合わせ先:　　一般財団法人　日本品質保証機構　情報システム安全対策検査業務実施事業所

　　　　関東機械試験所　 〒１４０－００１１　東京都品川区東大井1-8-12　　 TEL 03-3474-2525   FAX 03-3474-3021

関西試験センター 〒５７８－０９２１ 大阪府東大阪市水走3-8-19　　　TEL 072-966-7200   FAX 072-966-7160　

「検査基準」の欄は次の検査基準を参考にご記入下さい。

・情報システムの設備環境基準及び情報システムの設備ガイド（ＪＥＩＴＡ）　　　　　　・JQA保管センター安全対策検査基準　

・金融機関等コンピュータシステムの安全対策基準（設備基準）（ＦＩＳＣ）　　　　　　　・JQAリサイクル処理センター安全対策検査基準

・データセンターファシリティスタンダード （JDCC）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・JQA情報システム及び関連設備の運用基準
情報システム安全対策検査業務





文書受


付  印





受付Ｎｏ．                    





左記の会社名、住所が成績書に記載されます．





選択する項目には☑又は■をご記入ください








　　　　　                                                                   　　　 57-10-01-J

